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r6物価_3_2

（単位：千円）

-                       -                       

21,840                                      -
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

12,529               -                       
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

           1,883,190 -                       

98,572               
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

-                       
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

-                       449,164              国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年7月5日通知分）

-                       910,000              国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

-                       73,434               国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（今回追加分）

107,730              -                       国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和7年●月通知分）

-                       

-                       国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和6年7月5日通知分）

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

-                       449,164              国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（今回追加分）

21,840               910,000              国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和7年●月通知分）

12,529               73,434               

1,990,920           -                       国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年度通知分）

98,572               1,432,598           国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年●月通知分）

-                       

2,123,861           

           3,556,459
Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）

給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）

事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令
和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  3,626,545  3,556,459  -  21,840 12,529 1,990,920 98,572 - 449,164 910,000 73,434 - 70,086 

令和5年度住民税均等割非課
税世帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）
1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○

電力・ガス・食料品等価格高
騰重点支援給付金（追加分）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○ － 34,369 34,369 - 21,840 12,529 - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　23809世帯×70千円　　のうちR６計
画分
事務費12529千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（23809世帯）

－ ○ － R5.12 R6.4 対象世帯に対して令和5年12
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連しな
い R5補正（地）

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）

※不足額給付は含まない
2

R5_予備
(※)

一体支援 ○ ○ ○
低所得者支援及び定額減税
調整給付金

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○ － 2,089,492 2,089,492 - 1,990,920 98,572 - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　3940世帯×100千円、令和６年度非
課税化世帯　3693世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　
1314世帯×100千円、子ども加算　3752人×50千円、定額減税を補足
する給付の対象者　71875人　(1658620千円）　　のうちR６計画分
事務費　98572千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　使用料及び賃借料　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（8947世帯）、定額減税を補足する
給付の対象者数（71875人）

－ ○ － R6.7 R6.11 対象世帯に対して令和6年7
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連しな
い R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R5予備費）
3 - - 

住民税均等割非課税世帯等
への支援関連の給付費

（家計急変への横出し等・補
正）

4 - - 

一体給付関連の給付費
（上乗せ等・予備費）

5 - - 

事務費
（上乗せ・横出し）

6 - - 

令和6年度住民税均等割非課
税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援
枠等）

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
春日部市低所得者支援給付
金（追加分）

Ⅱ．物価高の克服 ○ － 983,434 983,434 - 910,000 73,434 - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　28000世帯×30千円、子ども加
算　3500人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　73434千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　使用料及び賃借料　その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（28000世帯）

－ ○ － R7.2 R7.3 対象世帯に対して令和7年2
月までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連しな
い R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
8 - - 

令和６年度低所得世帯支援枠
等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

9 - - 

事務費
（上乗せ・横出し）

10 - - 

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ
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交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策等分）
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枠

地
方
単
独
事
業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

交付対象事業の名称 経済対策との関係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

交付対象経費(地方単独事業費)
（R5経済対策分）

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費 -                                                  

今回配分予定額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

【調整後】今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦
                                               1,334,380 国のR6補正分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩　（今回追加分） -                                                                           

939,540                                                                  

配分予定額計 移替先 総務省 交付限度額計 3,631,365                                                               

Ｂ２ Ｂ３ Ｂ６

事業
終期

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

備考2 備考3
自治体での予算

区分

配分予定額計
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥
小計　交付限度額⑥                                                            -

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用） -                                                                           

小計　配分予定額（R5経済対策分） 小計　交付限度額（R5経済対策分） 2,148,092                                               

配分予定額計
国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　給付費

交付限度額④

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩
                                                           -

【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R6補正）交付限度額⑦ 449,164                                                                  

配分予定額計
国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤
小計　配分予定額（R6経済対策等分）

【調整前】本省繰越額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑦ -                                                                           

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費

交付限度額②

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧

本省繰越希望額
（R6補正により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑩に係る希望額） -                                                                    

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨
小計　交付限度額⑤                                                   122,803

※記載は不要

                                                   15,896
本省繰越希望額

（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（給付費）
交付限度額⑧に係る希望額）

29,540                                                             

配分予定額計
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦
                                                     8,335

本省繰越希望額
（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（事務費）

交付限度額⑨に係る希望額）
21,135                                                             

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額⑩
にかかる交付対象経費 -                                                  

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務

費
小計　交付限度額④                                                1,990,920

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥
                                                   98,572

【調整後】本省繰越希望額　
（R6補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑦に係る希望額）

（交付限度額⑦を上限とする）
-                                                                    

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧にかかる交付対象経費 910,000                                         

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨
                                                  107,730

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨にかかる交付対象経費 73,434                                          

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付

費

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑦
にかかる交付対象経費 449,164                                         

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費

交付限度額②

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧
                                                  548,810 小計　交付限度額（R6経済対策等分） 1,483,273                                                               

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④
にかかる交付対象経費 1,990,920                                      

既配分額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥
-                                                           国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額⑨　（令和7年●月通知分）

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費 98,572                                          小計　交付限度額③ 12,529                                                   小計　交付限度額⑨ 94,569                                                                   

担当者氏名 照井　和枝 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③
にかかる交付対象経費 12,529                                          

既配分額
国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）　

事務費
交付限度額⑤

12,529                                                   国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨　（令和6年12月17日通知分） 94,569                                                                   

担当部局課名 総合政策部 政策企画課 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②
にかかる交付対象経費 21,840                                          

既配分額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付

費

既配分額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩
小計　交付限度額② 21,840                                                   小計　交付限度額⑧

都道府県・市町村コード（５桁） 11214 国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費 -                                                  

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨
-                                                           国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額⑧　（令和7年●月通知分）

地方公共団体名（コード有り） 11214_埼玉県春日部市 メールアドレス seisaku@city.kasukabe.lg.jp
既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費
交付限度額②

既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧
21,840                                                   国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額⑧　（令和6年12月17日通知分） 939,540                                                                  

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

都道府県区分 【11_埼玉県】 電話番号 048-736-1118
既配分額

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

既配分額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和5年度本省繰越分） -                                                           国のR6補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦　（令和6年12月17日通知分） 449,164                                                                  

mailto:seisaku@city.kasukabe.lg.jp
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Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）

給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）

事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令
和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

(

※
R
5
補
正
、

R
6
補
正

を
含
む
場
合
あ
り

)

枠

地
方
単
独
事
業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

交付対象事業の名称 経済対策との関係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

Ｂ２ Ｂ３ Ｂ６

事業
終期

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

備考2 備考3
自治体での予算

区分
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11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 防犯カメラ設置補助事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生活
者支援

20,000 20,000 20,000 

①目的・効果
犯罪抑止及び安全で安心なまちづくりを推進し、エネルギー・食料品価
格等の物価高騰による市民への影響を軽減するため、防犯活動の補
完として防犯カメラを設置する市民へ補助金を交付する。
②交付金を充当する経費内容
屋外に設置する関連機器を含めた防犯カメラ及び設置を表示する標識
等の購入費及び設置工事費
③積算根拠（対象数、単価等）
２万円×１，０００台
　補助対象経費の２分の１かつ防犯カメラ１台につき３万円が上限。1
世帯につき１台まで
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
市内在住者

－ ○ － R7.3 R7.3 1,000台分に補助金交付 市公式ＨＰ、市広報紙に掲載
対象分野に関連しな
い R6補正（地）

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 自治会活動支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生活
者支援

12,091 12,091 12,091 

①目的・効果
　物価高騰の影響を受けている各自治会に対して給付金を支給し、自
治会活動の活性化を図るもの。
②交付金を充当する経費内容
　役務費(郵便料)　131千円、補助及び交付金　11,960千円
③積算根拠（対象数、単価等）
　自治会活動支援給付金　
　　地区割額：198自治会×30,000円（令和6年度実績）
　　世帯割額：60,197世帯（R6.3.31)×100円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　春日部市自治会連合会に加盟する198自治会及び60,197世帯

－ － － R7.3 R7.3 給付金交付率  100％
市公式ＨＰ、市広報紙のほか、当該団体の会議に
おいて周知する

対象分野に関連しな
い R6補正（地）

13 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
障害福祉サービス等事業所
物価高騰対策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支
援

6,690 6,690 6,690 

①目的・効果
原油価格や物価の高騰に伴い、運営経費の増加が見込まれる障害福
祉サービス等事業所の負担を軽減し、安定的かつ継続的なサービスの
提供を支援するため、高騰する光熱費等に対して補助する。
②交付金を充当する経費内容
助成金
③積算根拠（対象数、単価等）
ア　障害者通所事業所　1事業所あたり30,000円×22事業所＝660,000
円
　　　　（食事提供加算あり）1事業所あたり60,000円×27事業所＝
1,620,000円
イ　グループホーム　　　 1住居あたり30,000円×104住居＝3,120,000
円
ウ　居宅介護・訪問介護事業所　1事業所あたり15,000円×12事業所
＝180,000円
エ　障害児通所事業所　1事業所あたり15,000円×43事業所＝645,000
円
　　　　（食事提供加算あり）1事業所あたり45,000円×1事業所＝45,000
円
オ　地域活動支援センター　1センターあたり30,000円×5センター＝
150,000円
カ　相談支援事業所　　 1事業所あたり15,000円×18業所＝270,000
  合計 6,690,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
障害者通所事業所、グループホーム、居宅介護・訪問介護事業所、障

－ － － R7.2 R7.3 対象事業者への給付率　
100％

市公式ＨＰ、市広報紙で周知、対象事業者にメー
ルや郵便で通知を送付

障害福祉サービス事
業所・施設等 R6補正（地）

14 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
保育所等物価高騰対策支援
事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支
援

8,103 4,052 4,052 4,051 

①目的・効果
　原油高などによる運営費の増加負担に対する激変緩和措置として、
物価上昇相当分を補助することで、保育所等の運営の安定化に寄与
する。
②交付金を充当する経費内容
　光熱費として電力（高圧に限る）、ガス及び食材料費
③積算根拠（対象数、単価等）　
　　※今年度単価（県の基準）は積算未のため、過去2年における推移
より積算
１．高圧電力　1,818,750円　　　　1,250円×1,455人
　・半年分の給付単価を2,500円と見込み　2,500円×1/2（3か月分）＝
1,250円／人
２－１．都市ガス　484,560円　　　　240円×2,019人
　・半年分の給付単価を470円と見込み　470円×1/2（3か月分）≒240
円／人
２－２．プロパンガス　130,200円　 　70円×1,860人
　・半年分の給付単価を140円と見込み　140円×1/2（3か月分）＝70
円／人
３．食材料費　5,668,600円　　　　1,400円×4,049人
　・半年分の給付単価を2,800円と見込み　2,800円×1/2（3か月分）＝
1,400円／人
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　59施設　4,049人
　保育所：20施設/1,748人、認定こども園：7施設/1,433人、地域型保
育施設：11施設/179人　認可外保育施設：19施設/449人、幼稚園：2施

－ － － R7.1 R7.3 全対象施設への交付　59施
設

市公式ＨＰ、市広報紙に掲載
保育所・幼稚園・認
定こども園等 R6補正（地）

15 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
介護サービス事業所等物価
高騰対策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支
援

61,843 61,843 61,843 

①目的・効果
　介護事業所の運営継続を支援するため、電気・ガス・食料品・燃料費
等の高騰分について、施設設置者へ支援を行う。
②交付金を充当する経費内容
　助成金
③積算根拠（対象数、単価等）
　介護事業所への助成金　61,843千円
　　・入所・居住系　9,000円×4,822人
　　・通所系　105,000円×115事業所
　　・訪問系　35,000円×182事業
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　市内介護事業所　377事業所

－ － － R7.2 R7.3 対象事業者への給付率　
100％

市公式ＨＰ、市広報紙に掲載
介護サービス事業
所・施設等 R6補正（地）

16 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ デジタル地域通貨支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生活
者支援

120,000 53,965 53,965 66,035 

①目的・効果
　春日部版デジタル地域通貨の新規登録特典ポイントを付与すること
で、物価高騰の影響を受けている生活者の支援と併せて、デジタル地
域通貨としての普及を図る。
②交付金を充当する経費内容
　委託費　120,000千円
③積算根拠（対象数、単価等）
　特典ポイント　3,000Ｐ×30,000人＝90,000千円
　事務費　30,000千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　新規登録者（市内在住者）

－ － － R7.3 R7.3 春日部版デジタル地域通貨登
録者数　30,000人

市公式ＨＰ、市広報紙、チラシ、ポスター等
対象分野に関連しな
い R6補正（地）

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ くらしを運ぶ事業者支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

29,565 29,565 29,565 

①目的・効果
原油価格の高騰に伴い、厳しい状況下にある市内の運送業者の事業
継続及び地域物流の維持を図る。
②交付金を充当する経費内容
助成金28,000千円　人件費1,419千円　通信運搬費97千円　需用費49
千円　
③積算根拠（対象数、単価等）
助成金　貨物自動車・貨物軽自動車　20,000円×1,400台＝28,000千
円　　会計年度任用職員人件費　報酬981,288円　期末手当204,435円　
勤勉手当171,725円　費用弁償59,520円　需用費　消耗品費（封筒・ラ
ベルシール等）48,279円　通信運搬費　交付決定用55,000円　連絡調
整用42,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
市内で運送業を営む中小企業・個人事業者（市内に本社機能の有する
事業所が対象）

－ － － R7.3 R7.3 支援策満足度  70% 市公式ＨＰ、市広報紙、チラシ等
運輸交通・物流・観
光事業者 R6補正（地）

18 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 明るい農業経営支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

52,972 52,972 52,972 

①目的・効果　　農業生産に関わる物価高騰の影響を受けた農業経営
者を支援するため、農業収入に応じた必要経費の物価上昇分の一部
を給付金として支給することで経営の安定及び生産意欲の向上を図る
ものです。
②交付金を充当する経費内容       給付金、事務費、会計年度任用職
員人件費　
③積算根拠（対象数、単価等）　基準額は、農業収入区分の額の平均
値を設定。給付率は、農業物価指数(令和6年1月/農林水産省ＨＰ）に
おける令和２年基準の農業生産資材（総合）の物価指数120.5を参考と
し、上昇率20.5％に1/5を乗じた4％（4.1％≒4％）を設定。基準額に給
付率4％を乗じた額を給付単価とした。
収入区分：500千円以上2,000千円未満（277件）  基準額 1,250千円×
給付率4％＝給付単価 50千円×277件＝13,850千円
収入区分：2,000千円以上5,000千円未満（72件） 基準額 3,500千円× 
給付率4％＝給付単価140千円×72件＝10,080千円
収入区分：5,000千円以上10,000千円未満（51件）基準額 7,500千円× 
給付率4％＝給付単価300千円×51件＝15,300千円
収入区分：10,000千円以上（32件）                     基準額 10,000千円
×給付率4％＝給付単価400千円×32件＝12,800千円　　小計①432
件 52,030千円
事務費等(人件費488千円・郵送料418千円・消耗品36千円) 小計② 
942千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計（①+②）  52,972千円　
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）  　令和6年分の農業収入の
申告を行っており、収入額50万円以上の農業経営者

－ － － R7.1 R7.3 対象者への支給率　100％

全販売農家への案内通知、市公式HP、市広報
紙、農業関係団体と連携したチラシの配布、農業
関係機関紙への掲載、各種会議等での周知、窓
口でのチラシ配架

農林水産・食品分野 R6補正（地）

19 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
公共交通運行継続支援金事
業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

3,696 3,696 3,696 

①目的・効果
エネルギー価格や物価高騰による、経営に大きな影響が生じている公
共交通事業者を支援するため
②交付金を充当する経費内容
市内を運行する公共交通事業者が保有する車両の維持にかかる経費
③積算根拠（対象数、単価等）
バス：44台×84,000円＝3,696,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
バス：朝日自動車株式会社

○ － － R7.1 R7.3 事業者の運行継続 市公式ＨＰ、市広報紙、市公式ＳＮＳに掲載
運輸交通・物流・観
光事業者 R6補正（地）

20 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 住宅リフォーム助成事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生活
者支援

5,000 5,000 5,000 

①目的・効果
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市民に対
し、経済的に支援すること及び
既存住宅の有効活用の促進と住宅環境の向上を目的として、個人住
宅のリフォームに対し助成するこ
とにより市内経済の活性化を図るもの
②交付金を充当する経費内容
　住宅リフォーム助成金
③積算根拠（対象数、単価等）
　助成金ひとり　最大100,000円×50件
（支給条件：工事費が２０万円以上。 施工業者が行うリフォーム事。 
　　　　　　市内業者が施工　10％　　市外業者が施工　5％）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　個人住宅のリフォーム工事が対象

－ ○ － R7.3 R7.3 給付金交付率  100％ 市公式ＨＰ、市広報紙に掲載
対象分野に関連しな
い R6補正（地）

21 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食費支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

199,290 199,290 199,290 

①目的・効果　　食材料費等の価格が高騰する中、小中学生の保護者
の給食費負担を軽減することで、子育て世帯への支援を図る
②交付金を充当する経費内容　　給食運営における賄材料費
③積算根拠（対象数、単価等）
　ア　給食費の物価高騰分支援（年間）　89,844千円　※全児童生徒　
　　　小学生9,381人×喫食数185食×高騰分支援30円＝52,064,550円
　　　中学生5,133人×喫食数184食×高騰分支援40円＝37,778,880円
　イ　給食費負担軽減策（２ヶ月無償）　107,530千円  ※生保、就学援
助等の既援助者及び未喫食者（ウ）を除く
　　　春日部地域小学生6,136人×4,400円×２ヶ月＝53,996,800円
　　　春日部地域中学生3,462人×5,100円×２ヶ月＝35,312,400円
　　　庄和地域小学生   1,303人×4,100円×２ヶ月＝10,684,600円
　　　庄和地域中学生     785人×4,800円×２ヶ月＝ 7,536,000円
　ウ 給食費相当額助成金（２ヶ月）　1,917千円　※アレルギー等で喫食
できない児童生徒
　　　対象者25人×4,100円×２ヶ月＝205,000円
　　　対象者82人×4,400円×２ヶ月＝721,600円
　　　対象者33人×4,800円×２ヶ月＝316,800円
　　　対象者66人×5,100円×２ヶ月＝673,200円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　春日部市立小学校、中学校及び義務教育学校に通う児童生徒

－ － － R7.3 R7.3 対象者の満足度　100％ 市公式ＨＰ、市広報紙、全保護者にチラシを配布 給食 R6補正（地）


